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要旨：圧縮軸力下の鉄筋コンクリート造柱のせん断終局強度算定法は数多く提案されており，それらは十分

な算定精度を有している。しかし，引張軸力下における柱部材のせん断性状に関する研究・検討はほとんど

行われておらず，引張軸力下の精度の良い柱のせん断終局強度算定法は提案されていない。そこで，筆者ら

による鉄筋コンクリート造耐震壁と柱・梁のせん断終局強度算定法を拡張し，引張軸力下に対応できるせん

断終局強度算定法を検討することにした。検討手法の算定精度を FEM 解析結果を用いて検証をした結果，既

往算定法と同等以上の精度を示すことが分かった。 
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1. はじめに 

 現在，鉄筋コンクリート造柱部材のせん断終局強度算

定法として，日本建築学会の「鉄筋コンクリート造建物

の終局強度型耐震設計指針・同解説」1)のせん断終局強度

式(以下，終局指針式と称す)，荒川min式 2)等，その他い

くつかの算定法が用いられる。しかし，これらの算定法

はせん断補強筋の全降伏を前提としており，実際の破壊

現象と対応してない場合がある。また，引張軸力下での

算定精度は，明確になっていない。 

 耐震壁と柱・梁においては，トラス剛性に基づくせん

断終局強度算定法を筆者らが提案している 3).4).5).6)。それ

らの算定法は，実際の破壊現象をほぼ再現できている。

また，暫定的な部分はあるものの，その算定精度は既往

算定法と比べても遜色なくせん断終局強度を評価できる。

しかし，この算定法も引張軸力下の算定精度は分からな

い。そこで，この柱・梁のせん断終局強度算定法（以下，

中尾式と称す）や既往算定式の引張軸力下での算定精度

を検討し，問題がある場合には新たな算定法を検討する

ことにした。 

 

2. 既往算定式 

2.1 終局指針式 

 日本建築学会では，終局指針式の後に「鉄筋コンクリ

ート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説」7)でも

柱・梁のせん断終局強度算定法を示しているが，これは

引張軸力の取り扱いが不明であったため，今回は終局指

針式の検討をすることにした。終局指針式によるせん断

終局強度は式(1)~(5)で表される。引張軸力を受ける場合，

アーチ機構による負担分をゼロとすることとしている。 
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 式(1)，(2)中，bは部材幅，Dは部材せい，jtは主筋中心

間距離，Lは部材長，pwはせん断補強筋比，σBはコンク

リート圧縮強度，σwyはせん断補強筋強度，である。こ

れらの単位は SI単位系で，力が N，距離がmmである。  

2.2 荒川min式 

 荒川min式を式(6)に示す。 
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 式(6)中の ptは引張鉄筋比，M/Qdはせん断スパン比，

d は有効せい，σ0は軸方向応力度，j は応力中心間距離

である。引張軸力を受ける場合は，軸方向応力度をゼロ

とする。 
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2.3 中尾式 

 柱・梁のせん断抵抗機構として，図－1 に示すトラス

機構を仮定する。これは，コンクリート斜め圧縮バネと

鉛直方向と水平方向の引張バネにより構成される。鉛直

バネは主筋，水平バネはせん断補強筋と耐震壁の側柱に

対応する部位の曲げ抵抗により形成される。そして，斜

め圧縮バネと水平引張バネのいずれかが強度に達した時

を柱・梁のせん断終局強度としている。詳細については，

既報 3).4).5)を参照願いたい。中尾式によるせん断終局強度

は式(7)~(21)で表される。 

( ){ }crwyccsu QQQQ ,,minmax=          (7) 

 式(7)中，Qccはコンクリート斜め圧縮バネの強度で決

定されるせん断終局強度であり，式(8)で表される。 

   a
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 式(8)中，νはコンクリートの圧縮強度の有効係数，Da

は柱・梁の有効長さ，θは主圧縮方向角度（縦軸より反

時計回り）であり，その算定方法は後述する。コンクリ

ートの圧縮強度の有効係数の算出方法は式(4)と同じで

ある。 

 図－1で示した柱・梁端部の有効長さ（Da）は，式(9)

で求める。Dは部材せいである。  

θtanaa hDD −=              (9) 

 式(9)中，haは圧縮ストラット最下端と最上端の柱・梁

端部からの距離であり，式(10)より求められる。これらの

基本的な算出方法は，既報 3)を参照願いたい。 
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 haに関しては，既報 3).4)と同様に，制限を設けている。

式(10)中，K2は補正係数を乗じたコンクリートの圧縮方

向のバネ剛性であり，式(11)で算定する。 
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式(11)中，Ecはコンクリートのヤング係数である。 

式(10)中，Lsは柱・梁の仮想せん断破壊領域であり，そ

の算出方法は，後述する。 

 Qwy はせん断補強筋が降伏する時のせん断強度であり，

式(12)で算定する。 
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 式(12)中，Ewsはせん断補強筋のヤング係数，Kxは水平

方向の単位面積当りの平均バネ剛性である。 

 ここで，主圧縮方向角度（θ）の算定方法を式(13)に示

す。 
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式(13)中，Kyは鉛直方向の単位面積当りの平均バネ剛性，

Kxは水平方向の単位面積当りの平均バネ剛性であり，そ

れぞれ式(14)，(15)で算定する。 
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式(15)中，Kfhは断面幅方向の拘束効果による水平バネ，

Kfvは部材長方向の拘束効果による水平バネであり，それ

ぞれ式(16)，(17)で算出する。 
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式(16)中 bsは中子筋の本数を考慮した主筋中心間距離，

Ich は断面幅方向の拘束領域の断面二次モーメントであ

り，αhは断面幅方向の拘束領域係数である。Ich，αhは

それぞれ式(18)，(19)で算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 中尾式の算定法の概念 
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 式(17)中の Icvは部材長方向の拘束領域の断面二次モー

メント，αvは部材長方向の拘束領域係数であり，それぞ

れ式(20)，(21)で算定する。 
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3. 既往算定法の精度検証 

 引張軸力下の柱部材のせん断性状に関する研究はほと

んどなく，既往実験結果が少なく十分な精度検証が行え

ないため，FEM解析結果を用いて検証対象を増やすこと

にした。 

 FEM解析には，「FINAL」を用いた。先ず，吉田らの

実験結果 8)のシミュレーション解析を行い，解析仮定の

妥当性を確認後，主筋を弾性としたパラメトリック解析

を行うことにした。解析モデルを図－2に示す。コンク

リートは六面体要素とし，主筋及びせん断補強筋は線材

要素として，モデル化した。テンションスティフニング

特性は出雲らのモデル 9) （C=1.0），コンクリートの圧

縮応力度～ひずみ度曲線は修正Ahmadモデル 10)，ひび 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割れ後のせん断伝達特性はAl-Mahaidiモデル，圧縮強度

到達後のひずみ軟化域曲線は修正 Ahmadモデルとした。

主筋とコンクリートの間には，物理的な大きさを持たな

い接合要素を配置し，付着劣化によるすべりをモデル化

した。付着応力～すべり関係は Elmorsi らのモデル 11)と

した。最上面の節点は鉛直方向のみを従属させ，下スタ

ブと平行を維持し，底面の節点はすべて固定した。シミ

ュレーション解析より得られた A3，A4試験体の水平荷

重～水平変位関係を実験結果と比較して，図－3に示す。 

 水平荷重～水平変位関係では，荷重上昇域において，

同荷重時の水平変位は FEM解析の方がやや大きかった。

これに関しては，今後詳細に検討したいが，ひび割れ面

のせん断伝達特性に起因しているように思える。まだ， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 解析モデル 

表－1 解析諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析ケース M/QD pg pw N/Ag 備考

1 0.00
2 0.1088
3 0.217 A3試験体
4 0.326
5 0.434
6 0.00
7 0.1088
8 0.217
9 0.326
10 0.434
11 0.000
12 0.1088
13 0.217
14 0.326
15 0.434
16 0.000
17 0.048
18 0.096
19 0.1442
20 0.1921
21 0.000
22 0.027
23 0.054
24 0.082
25 0.1087
26 0.000
27 0.1088
28 0.217
29 0.326
30 0.434
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図－4 長沼モデルを用いた既往実験結果と 

FEM解析結果の比較 

図－3 既往実験結果とFEM解析結果の比較 
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検討途中であるが，一例として，A3試験体のひび割れ面

のせん断伝達特性に長沼モデル 12)を用いた場合を図－4

に示す。この場合は，荷重～変位関係は実験と解析結果

は良好に対応している。最大耐力に関しては，その解析

仮定の違いによる差は小さかったため，この FEM 解析

の最大耐力はほぼ妥当であると判断した。その後，最大

耐力を得るためのパラメトリック解析を行うことにした。 

 パラメトリック解析の諸元を表－1 に示す。パラメト

リック解析は，せん断スパン比，主筋比，せん断補強筋

比，引張軸力による鉄筋の引張軸応力度をパラメーター

とし，30ケース行った。解析により得られた最大荷重対

応した。ただし，算定値が解析値よりも大きくなる場合

が多い。終局指針式では，全般的に計算値が高く，中尾

式ではややばらつきが大きい。 

強度比（QFEM/Qsu）の因子別検証した結果を図－6に示す。

図には回帰直線を示した。検証因子は，せん断スパン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比（M/Qd），せん断補強筋比（pw），引張軸力による鉄筋

の引張軸応力度（N/Ag）に対して行った。 

終局指針式，中尾式ではせん断補強筋比に対して，荒

川min式はせん断スパン比に対して，回帰直線の傾きが

大きかった。 

4. 引張軸力下のせん断終局強度算定法の検討 

4.1 検討手法の概要 

 検討手法は，基本的に中尾式と同じである。ただし，

引張軸力によって多数の水平ひび割れが生じていること

から，これに起因してせん断もしくは曲げせん断ひび割

れが早期に生じる可能性が高いと考えた。これは，既往

実験結果を見ると，水平力載荷前に水平ひび割れが全面

に生じており，その後せん断ひび割れが生じても剛性変

化もなく，その影響は小さいと判断したため，式(7)のせ

ん断ひび割れ強度（Qcr）は無視することにした。 

 また，引張軸力の影響を受け，引張側の圧縮ストラッ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 既往算定法の精度検証 

a) せん断スパン比 

b) せん断補強筋比

c) 引張軸力による鉄筋の引張応力度 

図－6 既往算定法の因子別検証 
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ト内の圧縮応力度の進展が遅れる可能性が高く，その場

合には，圧縮ストラット内のコンクリートの剛性は圧縮

軸力下に比べて高いのではないかと考えた。そこで，今

回は式(11)の圧縮ストラットのバネ剛性をコンクリート

のヤング係数 Ecとすることにした。この概念を図－7に

示す。図－7 中の○は圧縮側の圧縮ストラットを示して

おりその剛性が K2となり，○は大きな引張応力度となっ

ており，その剛性がコンクリートのヤング係数 Ecとなる

と仮定している。 

4.2 検討手法の精度検証 

 3 章の FEM パラメトリック解析結果を用いて検討手

法の精度検証を行った。その結果を図－8 に示す。縦軸

は FEM 解析結果による最大耐力，横軸は検討手法によ

るせん断終局強度である。強度比の平均値，変動係数は

それぞれ 0.972，0.123であった。中尾式に比べ安全側に

判定するものが増え，強度比のばらつきも小さくなった

ことが分かる。終局指針式や荒川min式と比べても精度

は良いと言える。 

 3 章と同様に因子別検証した結果を図－9 に示す。中

尾式に比べ，回帰直線の傾きが小さくなったことが分か

る。今回は暫定的に圧縮ストラット内バネ剛性をコンク

リートのヤング係数とした結果，算定精度が向上するこ

とが確認できた。今後，圧縮ストラット内バネ剛性に関

し，せん断応力度～せん断ひずみ度関係の対応を見なが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ら，詳細に検討したい。 

5. まとめ 

 引張軸力下の鉄筋コンクリート造柱のせん断終局強度

の既往算定法の精度検証を行った結果，以下の知見を得

た。 

1) 終局指針式，中尾式による算定結果は FEM 解析

結果と対応しなかった。  

2) 荒川min式は，良い精度を示したが，危険側に判

定するものが多い。 

 また，中尾式をベースとした引張軸力下の柱のせん断

終局強度の検討手法を示した。 

 その精度検証の結果，以下のことが分かった。 

1) 既往算定法と同等以上の算定精度を有する。 

2) 中尾式に比べ，危険側に判定するものが少なかっ

た。 

今後は，FEM解析結果のせん断応力度～せん断ひずみ

度間係との対応を見ながら，詳細に検討したい。 
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